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は
じ
め
に

　

株
式
会
社
日
本
総
合
研
究
所
は
、
電
力
自
由
化
の
流
れ

を
背
景
に
、
国
内
で
も
導
入
の
動
き
が
見
ら
れ
る
地
域
の

エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業
に
つ
い
て
11
月
5
日
に
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

を
開
催
す
る
と
同
時
に
、
自
治
体
に
向
け
て
ア
ン
ケ
ー
ト

調
査
を
実
施
し
た
。
そ
れ
ら
の
詳
細
を
、
3
回
に
わ
た
っ

て
紹
介
す
る
。
第
1
回
は
ま
ず
「
エ
ネ
ル
ギ
ー
自
由
化
で

立
ち
上
が
る
地
域
エ
ネ
ル
ギ
ー
市
場
〜
地
方
創
生
に
向
け

た
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業
の
創
造
〜
」
と
題
し
た
シ
ン
ポ
ジ
ウ

ム
の
概
要
に
つ
い
て
、
同
研
究
所
創
発
戦
略
セ
ン
タ
ー
の

瀧
口
信
一
郎
シ
ニ
ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー
が
報
告
す
る
。

シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
開
催
概
要

　

エ
ネ
ル
ギ
ー
自
由
化
時
代
の
到
来
で
、
地
方
自
治
体
が

核
と
な
っ
て
地
域
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業
を
創
造
す
る
取
り

組
み
が
全
国
各
地
で
動
き
始
め
て
い
る
。
地
域
の
生
活
や

経
済
活
動
に
欠
か
せ
な
い
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
自
律
的
に
賄
う

事
業
は
、
地
方
創
生
の
基
盤
と
な
る
だ
ろ
う
。

　

そ
こ
で
、
今
後
立
ち
上
が
る
地
域
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業
と

は
何
か
を
理
解
し
な
が
ら
、
さ
ら
に
、
地
域
資
源
の
活
用

や
地
元
雇
用
創
出
に
よ
る
地
域
活
性
化
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
の

利
用
効
率
や
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
ー
向
上
等
に
つ
い
て
理
解
を

深
め
、
実
現
可
能
性
の
高
い
地
域
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業
の
形

を
探
る
べ
く
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
を
開
催
し
た
（
概
要
に
つ

い
て
は http://w

w
w
.jri.co.jp/page.jsp?id=25153 

を
参
照
）。
産
、
学
、
官
（
国
・
地
域
）
の
有
識
者
・
実

務
家
に
よ
る
議
論
を
通
じ
て
、
地
方
自
治
体
お
よ
び
地
域

企
業
の
役
割
や
連
携
、
事
業
基
盤
の
整
備
に
向
け
た
国
の

支
援
の
在
り
方
な
ど
を
探
っ
た
。

地
域
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業
の
背
景

　

地
域
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業
の
周
辺
で
は
今
、
大
き
な
政
策

的
な
動
き
が
起
こ
っ
て
い
る
。
そ
れ
は
そ
の
名
の
通
り

「
地
域
」
と
「
エ
ネ
ル
ギ
ー
」
の
二
つ
の
キ
ー
ワ
ー
ド
で

説
明
で
き
る
（
図
表
1
）。

　

「
地
域
」
に
関
し
て
は
、
現
内
閣
が
「
地
方
創
生
」
を

最
重
要
政
策
に
位
置
付
け
て
い
る
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
る
。

地
方
創
生
が
求
め
ら
れ
る
背
景
に
は
、
工
場
の
撤
退
や
公

共
工
事
の
縮
小
で
地
域
経
済
に
お
い
て
収
益
を
生
み
出
す

力
が
弱
ま
っ
て
い
る
上
、
本
格
的
な
人
口
減
少
は
こ
れ
か

ら
と
い
っ
た
地
域
の
現
状
が
あ
る
。
地
域
再
生
は
地
方
の

み
な
ら
ず
国
家
全
体
の
課
題
で
あ
り
、
経
済
と
雇
用
を
確

実
に
支
え
る
仕
組
み
が
必
要
で
あ
ろ
う
。

　

「
エ
ネ
ル
ギ
ー
」
に
関
し
て
は
、
半
世
紀
ぶ
り
の
エ
ネ

ル
ギ
ー
大
改
革
が
行
わ
れ
て
い
る
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
る
。

現
在
、
電
力
と
ガ
ス
の
シ
ス
テ
ム
改
革
が
進
め
ら
れ
て
お

り
、
2
年
後
の
2
0
1
6
年
に
は
電
力
の
小
売
り
全
面
自

由
化
が
実
行
さ
れ
る
。
一
方
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
特

別
措
置
法
、
い
わ
ゆ
る
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
固
定
価

格
買
い
取
り
制
度
は
、
制
度
開
始
か
ら
2
年
が
た
ち
、
さ

ま
ざ
ま
な
議
論
が
出
て
い
る
。

地
域
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業
で
先
行
す
る
ド
イ
ツ
の
例

　

こ
の
よ
う
な
政
策
的
な
状
況
の
下
、
今
後
地
域
エ
ネ
ル

瀧
口
信
一
郎

株
式
会
社
日
本
総
合
研
究
所

創
発
戦
略
セ
ン
タ
ー

シ
ニ
ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー

た
き
ぐ
ち
・
し
ん
い
ち
ろ
う　
京
都
大
人

間
環
境
学
研
究
科
修
了
。米
テ
キ
サ
ス
大

経
営
大
学
院
修
了
。外
資
系
コ
ン
サ
ル
テ

ィ
ン
グ
会
社
、不
動
産
投
資
フ
ァ
ン
ド
、エ

ネ
ル
ギ
ー
関
連
ア
ド
バ
イ
ザ
リ
ー
会
社
を

経
て
、2
0
0
9
年
4
月
よ
り
現
職
。

　

地
域
活
性
化
の
基
盤
に
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業

地
域
経
済
の
核
に
な
り
、地
域
密
着
の
人
材
育
成
に
も
期
待

木
曜
連
載

地
方
創
生
に
向
け
た
地
域
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業
の
創
造
①
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ギ
ー
事
業
は
大
き
な
役
割
を
果
た
す
だ
ろ
う
。
そ
こ
で
日

本
の
地
域
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業
を
考
え
る
に
先
立
ち
、
先
行

す
る
海
外
事
例
を
見
て
お
き
た
い
。
わ
れ
わ
れ
が
注
目
し

て
い
る
の
は
ド
イ
ツ
で
あ
る
。

　

ド
イ
ツ
に
注
目
す
る
理
由
の
一
つ
は
、
ド
イ
ツ
が
、

1
9
9
0
年
代
か
ら
行
わ
れ
た
欧
州
連
合
（
E
U
）
の
電

力
と
ガ
ス
の
自
由
化
で
、
R
W
E
、
E
．
O
N
と
い
っ
た

世
界
最
大
級
の
電
力
会
社
を
生
み
出
し
た
ほ
ど
の
「
競
争

市
場
」
だ
か
ら
で
あ
る
。
な
お
、
R
W
E
、
E
．
O
N
は

い
ま
や
英
国
な
ど
海
外
に
も
進
出
し
て
い
る
。
逆
に
、
ス

ウ
ェ
ー
デ
ン
の
バ
ッ
テ
ン
フ
ォ
ー
ル
が
ド
イ
ツ
四
大
電
力

の
一
角
を
占
め
て
お
り
、
ド
イ
ツ
市
場
自
体
の
グ
ロ
ー
バ

ル
化
は
大
変
進
ん
で
い
る
。

　

た
だ
し
、
巨
大
電
力
会
社
が
市
場
全
て
を
席
巻
し
た
わ

け
で
は
な
い
。

　

ド
イ
ツ
に
注
目
す
る
二
つ
目
の
理
由
は
、「
シ
ュ
タ
ッ

ト
ベ
ル
ケ
」
と
い
う
小
規
模
の
地
域
エ
ネ
ル
ギ
ー
会
社
が
、

自
由
化
の
中
で
も
電
力
小
売
市
場
で
約
20
％
の
シ
ェ
ア
を

維
持
し
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。
で
は
、
な
ぜ
地
域
の
エ
ネ

ル
ギ
ー
会
社
は
顧
客
か
ら
支
持
さ
れ
て
い
る
の
か
。
そ
し

て
、
シ
ュ
タ
ッ
ト
ベ
ル
ケ
と
は
ど
の
よ
う
な
も
の
な
の
か
。

　

シ
ュ
タ
ッ
ト
ベ
ル
ケ
と
は
、
地
域
に
拠
点
を
構
え
、
電

力
の
み
な
ら
ず
、
ガ
ス
、
熱
供
給
、
水
道
、
公
共
交
通
、

通
信
な
ど
さ
ま
ざ
ま
な
生
活
イ
ン
フ
ラ
サ
ー
ビ
ス
を
行
う

会
社
で
あ
る
。
地
域
に
拠
点
を
構
え
、
ド
イ
ツ
で
拒
否

権
の
あ
る
25
％
以
上
の
出
資
を
自
治
体
が
行
っ
て
お
り
、

1
0
0
％
の
持
ち
分
を
持
っ
て
い
る
場
合
も
あ
る
。
た
だ

し
、
市
か
ら
は
独
立
し
た
経
営
体
制
で
、
人
材
も
自
治
体

以
外
か
ら
採
用
し
て
い
る
。
産
業
需
要
が
伸
び
た
1
6
0

年
ほ
ど
前
に
そ
の
起
源
を
持
ち
、
地
域
に
電
力
な
ど
生
活

や
産
業
の
イ
ン
フ
ラ
を
整
備
す
る
た
め
に
設
立
さ
れ
、
地

域
が
自
律
的
に
運
営
す
る
た
め
の
基
盤
を
提
供
し
て
い
る
。

地
域
に
経
済
効
果
を
も
た
ら
す
シ
ュ
タ
ッ
ト
ベ
ル
ケ

　

シ
ュ
タ
ッ
ト
ベ
ル
ケ
は
地
域
に
高
い
経
済
と
雇
用
の
効

果
を
生
み
出
し
、
資
金
の
地
域
循
環
の
起
点
と
な
っ
て
い

る
。
デ
ュ
イ
ス
ブ
ル
ク
市
の
シ
ュ
タ
ッ
ト
ベ
ル
ケ
の
試
算

に
よ
れ
ば
、
大
手
電
力
会
社
か
ら
顧
客
が
1
ユーロ
の
電
力
を

買
っ
た
場
合
、
11
セント
（
約
10
％
）
の
資
金
が
地
域
循
環
す

る
が
、
シ
ュ
タ
ッ
ト
ベ
ル
ケ
・
デ
ュ
イ
ス
ブ
ル
ク
か
ら
買

っ
た
場
合
に
は
29
セント
（
約
30
％
）
が
地
域
循
環
す
る
と
の

結
果
が
出
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
シ
ュ
タ
ッ
ト
ベ
ル
ケ
に

よ
っ
て
プ
ラ
ス
20
％
の
資
金
が
地
域
循
環
す
る
こ
と
と
な

る
。

　

な
お
、
ド
イ
ツ
シ
ュ
タ
ッ
ト
ベ
ル
ケ
全
体
の
エ
ネ
ル
ギ

ー
小
売
り
売
り
上
げ
は
6
兆
円
程
度
で
あ
り
、
そ
こ
に
プ

ラ
ス
20
％
の
効
果
を
掛
け
る
と
1
・
2
兆
円
と
な
る
。
す

な
わ
ち
、
シ
ュ
タ
ッ
ト
ベ
ル
ケ
の
利
用
に
よ
り
、
プ
ラ
ス

1
・
2
兆
円
の
地
域
循
環
が
起
こ
っ
て
い
る
こ
と
に
な
る
。

　

こ
の
シ
ュ
タ
ッ
ト
ベ
ル
ケ
を
成
り
立
た
せ
て
い
る
の
は

「
地
域
の
た
め
」
と
い
う
経
営
理
念
で
あ
る
。

　

同
じ
く
ド
イ
ツ
の
ハ
イ
デ
ル
ベ
ル
ク
市
に
あ
る
シ
ュ
タ

ッ
ト
ベ
ル
ケ
・
ハ
イ
デ
ル
ベ
ル
ク
は
、
バ
イ
オ
マ
ス
（
生

物
資
源
）
な
ど
地
域
資
源
を
活
用
し
て
地
域
に
収
入
を
も

た
ら
す
だ
け
で
は
な
く
、
地
域
の
雇
用
を
生
み
、
資
金
の

地
域
循
環
の
原
動
力
に
も
な
っ
て
い
る
。
さ
ら
に
エ
ネ
ル

ギ
ー
事
業
と
公
共
交
通
事
業
を
連
携
し
て
運
営
も
し
て
い

る
。
こ
う
し
た
取
り
組
み
に
よ
り
生
み
出
さ
れ
た
資
金
は
、

観
光
都
市
で
あ
る
ハ
イ
デ
ル
ベ
ル
ク
の
ケ
ー
ブ
ル
カ
ー
な

ど
の
公
共
交
通
の
基
盤
整
備
に
も
貢
献
し
て
い
る
。

図表1　地域とエネルギーを取り巻く環境

地域 エネルギー

地域エネルギー事業

（背景）
・地域内生産の減少
・本格的人口減少はこれから
・国家全体から見た地域経済再生
　の必要性　など

エネルギー自由化
・電力システム改革
・ガスシステム改革
・電力事業の再編　など

再エネ特措法見直し
・マーケットメカニズム・競争
　原理の活用
・買取価格の決定方法
・価格決定のタイミング
・認定制度
・接続ルール、減免制度、自治
　体との関係　など

地方創生
1．自立性（自立を支援する施策）
2．将来性（夢を持つ前向きな施策）
3．地域性（地域の実情等を踏まえた
施策）

4．直接性（直接の支援効果のある
施策）

5．結果重視（結果を追求する施策）

出典：日本総研作成
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ハ
イ
デ
ル
ベ
ル
ク
市
民
は
シ
ュ
タ
ッ
ト
ベ
ル
ケ
が
地
域

を
支
え
て
い
る
こ
と
を
よ
く
理
解
し
て
お
り
、
そ
れ
が
顧

客
の
支
持
獲
得
に
つ
な
が
っ
て
い
る
。
大
手
電
力
会
社
よ

り
1
〜
2
％
の
高
い
値
段
で
販
売
す
る
こ
と
も
あ
る
が
、

地
域
に
貢
献
す
る
シ
ュ
タ
ッ
ト
ベ
ル
ケ
か
ら
住
民
は
電
力

を
購
入
す
る
。
結
果
と
し
て
、
地
域
の
84
％
が
シ
ュ
タ
ッ

ト
ベ
ル
ケ
・
ハ
イ
デ
ル
ベ
ル
ク
か
ら
電
力
を
買
っ
て
い
る

の
で
あ
る
（
図
表
2
）。

　

ド
イ
ツ
は
、
言
わ
ず
と
知
れ
た
世
界
最
高
レ
ベ
ル
の
再

生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
導
入
国
で
あ
る
。
ド
イ
ツ
の
再
生
可

能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
強
み
は
電
力
と
熱
の
二
つ
の
イ
ン
フ
ラ

を
持
っ
て
い
る
こ
と
で
あ
る
。
石
油
価
格
の
高
騰
し
た

1
9
7
0
年
代
、
2
0
0
0
年
代
に
省
エ
ネ
で
熱
導
管
の

整
備
が
行
わ
れ
た
。
こ
れ
ら
の
基
盤
を
利
用
し
て
、
ド
イ

ツ
で
は
バ
イ
オ
マ
ス
の
熱
利
用
が
進
ん
で
お
り
、
再
生
可

能
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
お
け
る
バ
イ
オ
マ
ス
の
比
率
が
約
6
割

と
非
常
に
高
い
。
シ
ュ
タ
ッ
ト
ベ
ル
ケ
は
こ
の
よ
う
な
基

盤
の
上
で
電
力
と
熱
を
供
給
す
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業
を
成

立
さ
せ
て
い
る
。

日
本
で
も
進
む
地
域
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業

　

日
本
で
も
地
域
経
済
活
性
化
、
地
域
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
セ

キ
ュ
リ
テ
ィ
ー
向
上
を
目
的
に
地
域
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業
を

実
現
す
る
動
き
が
進
ん
で
い
る
。
例
え
ば
総
務
省
事
業
に

お
い
て
、
昨
年
度
31
自
治
体
が
基
礎
調
査
を
行
い
、
今
年

度
14
自
治
体
が
事
業
計
画
を
策
定
し
て
い
る
。
こ
の
事
業

の
基
本
的
な
モ
デ
ル
に
は
幾
つ
か
の
ポ
イ
ン
ト
が
あ
る
。

　

①�

公
共
施
設
な
ど
重
要
施
設
に
コ
ー
ジ
ェ
ネ
レ
ー
シ
ョ

ン
（
熱
電
併
給
）
を
導
入
し
て
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
セ
キ

ュ
リ
テ
ィ
ー
を
確
保

　

②�

公
共
施
設
な
ど
の
周
辺
で
住
宅
用
も
含
め
熱
の
徹
底

利
用

　

③�

公
共
施
設
の
需
要
を
ベ
ー
ス
に
し
つ
つ
民
間
施
設
に

対
象
を
拡
大

　

④�

コ
ー
ジ
ェ
ネ
レ
ー
シ
ョ
ン
と
い
う
安
定
的
な
電
源
を

確
保
し
た
上
で
、
バ
イ
オ
マ
ス
な
ど
の
再
生
可
能
エ

ネ
ル
ギ
ー
を
取
り
入
れ

　

⑤�

自
治
体
と
民
間
企
業
が
連
携
し
な
が
ら
、
新
た
な
官

民
協
働
の
形
を
形
成

　

地
域
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業
は
、
地
域
に
大
き
な
経
済
的
な

メ
リ
ッ
ト
を
生
み
出
す
。
そ
こ
で
こ
こ
か
ら
国
内
約
20
万

人
の
都
市
で
地
域
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業
を
実
施
す
る
と
仮
定

し
て
、
地
域
全
体
に
及
ぼ
す
経
済
と
雇
用
の
効
果
を
試
算

し
て
み
よ
う
。

　

ま
ず
、
試
算
の
前
提
で
あ
る
が
、
電
力
販
売
の
顧
客
は

20
万
人
の
住
民
の
う
ち
4
万
人
（
全
住
民
の
20
％
）
と
し
、

そ
の
他
公
共
施
設
や
業
務
用
ビ
ル
な
ど
も
顧
客
と
し
て
想

定
す
る
。
熱
販
売
の
顧
客
に
は
公
共
施
設
や
業
務
用
ビ
ル

を
想
定
す
る
。
2
0
3
0
年
に
電
力
の
売
り
上
げ
で
20
億

円
に
到
達
し
、
2
0
1
6
年
か
ら
2
0
3
0
年
ま
で
の
15

年
間
の
平
均
売
り
上
げ
は
10
億
円
と
す
る
。
一
方
、
熱
の

売
り
上
げ
は
2
0
1
6
年
か
ら
2
0
3
0
年
ま
で
で
平
均

3
億
円
程
度
と
す
る
。

　

電
力
と
熱
の
供
給
を
行
う
地
域
エ
ネ
ル
ギ
ー
会
社
が
生

図表2　シュタットベルケの地域貢献

出典：シュタットベルケ・ハイデルベルク資料を基に日本総研作成

シュタットベルケ・ハイデルベルクの地域貢献 シュタットベルケ・ハイデルベルクのグループ会社構成

地元の
雇用創出

ハイデルベルク市

エネルギー・水

基盤整備を共同で推進

交通

ハイデルベルク市　100％出資

59.1％ 94.9％ 100％ 62.7％ 100％

電気・ガス・熱・水 配電網・熱導管 省エネと環境 ケーブルカー 駐車場

・地域のバイオマスという地域資源を
　活用し、地域雇用を創出

・シュタットベルケはエネルギーの資
　金を公共交通の基盤整備にも活用

・1～2％ながら大手電力会社より高い
　料金単価も設定

・自由化の中でも、地域に貢献する
　シュタットベルケを顧客が選択し、
　自由化前の需要の84％を維持

シュタットベルケ
ハイデルベルク

エネルギー有
限会社

ネットワーク
有限会社

環境有限会社 登山鉄道有限
会社

ガレージ有限
会社
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ま
れ
る
こ
と
に
よ
り
、
発
電
機
へ
の
設
備
投
資
や
熱
導
管

へ
の
投
資
が
生
ま
れ
る
。
さ
ら
に
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
を
効

率
化
し
節
約
を
行
う
省
エ
ネ
会
社
が
生
ま
れ
、
そ
こ
で
生

ま
れ
た
省
エ
ネ
サ
ー
ビ
ス
は
省
エ
ネ
ビ
ル
・
住
宅
と
い
っ

た
省
エ
ネ
設
備
投
資
に
も
つ
な
が
っ
て
い
く
。

　

こ
れ
ら
の
直
接
効
果
は
1
次
波
及
効
果
を
生
み
出
す
。

例
え
ば
化
石
燃
料
の
一
部
を
森
林
バ
イ
オ
マ
ス
に
替
え
る

こ
と
で
、
林
業
に
好
影
響
を
及
ぼ
し
た
り
、
発
電
機
や
熱

導
管
へ
の
設
備
投
資
が
行
わ
れ
る
こ
と
で
、
そ
れ
に
関
わ

る
建
築
・
電
気
工
事
、
土
木
工
事
へ
も
良
い
影
響
が
及
ん

だ
り
す
る
。
こ
の
好
影
響
は
、
最
終
的
に
地
域
の
サ
ー
ビ

ス
業
へ
の
2
次
波
及
効
果
に
つ
な
が
っ
て
い
く
。

　

試
算
の
結
果
と
し
て
、
15
年
間
全
体
で
4
2
9
億
円
、

延
べ
2
4
4
2
人
の
雇
用
を
生
み
出
す
こ
と
が
期
待
で
き

る
。
こ
れ
は
年
間
で
は
29
億
円
、
1
6
3
人
の
雇
用
に
相

当
す
る
（
図
表
3
）。

　

こ
れ
は
地
方
20
万
人
都
市
に
と
っ
て
大
き
な
経
済
効
果

と
言
え
よ
う
。
こ
の
規
模
の
経
済
と
雇
用
の
効
果
を
ベ
ン

チ
ャ
ー
企
業
で
生
み
出
す
の
は
容
易
で
は
な
い
。
重
要
な

の
は
、
こ
の
効
果
が
「
エ
ネ
ル
ギ
ー
」
と
い
う
ど
こ
の
地

域
に
で
も
あ
る
も
の
を
ベ
ー
ス
に
生
み
出
す
こ
と
が
で
き

る
と
い
う
点
だ
。

地
域
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業
が
地
方
創
生

に
与
え
る
三
つ
の
効
果

　

地
域
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業
は
地
方
創
生
の
三
つ
の
足
掛
か

り
と
な
る
。
一
つ
目
は
直
接
的
な
地
域
へ
の
経
済
波
及
効

果
で
あ
る
。
地
域
で
お
金
が
回
り
雇
用
が
生
ま
れ
る
こ
と

で
、
企
業
と
企
業
の
取
引
を
生
み
、
地
域
の
経
済
の
核
を

生
み
出
す
で
あ
ろ
う
。
二
つ
目
は
人
材
育
成
で
あ
る
。
地

域
に
拠
点
が
あ
る
こ
と
で
経
営
者
を
は
じ
め
と
す
る
経
営

人
材
や
地
域
外
か
ら
来
た
技
術
者
が
地
域
で
育
つ
。
地
域

エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業
は
こ
う
し
た
高
度
な
人
材
を
地
域
で
育

成
す
る
基
盤
に
な
る
。
三
つ
目
は
実
施
の
し
や
す
さ
で
あ

る
。
地
域
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業
は
全
国
ど
こ
で
も
実
施
可
能

で
あ
り
、
例
え
ば
各
自
治
体
等
が
同
時
に
実
施
す
る
こ
と

で
、
面
的
な
広
が
り
を
持
っ
て
地
方
創
生
が
可
能
に
な
る

だ
ろ
う
。

新
し
い
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
の
拠
点
に
も

　

上
記
の
三
つ
に
加
え
、
地
域
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業
は
新
し

い
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
の
展
開
拠
点
に
な
る
と
い
う
効
果
も

あ
る
。
ま
ず
は
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
推
進
で
あ
る
。

地
域
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業
を
通
じ
て
熱
導
管
を
整
備
し
、
バ

イ
オ
マ
ス
な
ど
の
熱
利
用
を
行
い
や
す
く
す
る
こ
と
で
、

電
力
と
熱
の
バ
ラ
ン
ス
よ
い
利
用
が
期
待
で
き
、
地
産
地

消
利
用
が
望
ま
し
い
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
拡
大
に
貢

献
で
き
よ
う
。
次
は
地
域
に
お
け
る
き
め
細
か
な
省
エ
ネ

の
実
現
で
あ
る
。
地
域
企
業
が
省
エ
ネ
ノ
ウ
ハ
ウ
を
持
つ

技
術
者
を
雇
用
す
る
こ
と
で
、
地
域
密
着
の
省
エ
ネ
サ
ー

ビ
ス
が
可
能
と
な
る
。
す
る
と
地
域
の
業
務
用
ビ
ル
や
住

宅
に
お
け
る
き
め
細
か
な
省
エ
ネ
が
実
現
で
き
、
そ
の
結

果
、
日
本
全
体
で
の
省
エ
ネ
推
進
が
期
待
で
き
る
。

　

日
本
総
研
の
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
（
本
報
告
第
3
回
で
詳

細
を
説
明
）
に
よ
れ
ば
、
回
答
し
た
自
治
体
の
4
割
以
上

が
地
域
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業
に
前
向
き
に
取
り
組
み
た
い
と

回
答
し
て
い
る
。
地
域
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業
は
自
治
体
か
ら

大
き
な
期
待
を
集
め
て
い
る
。

　

次
回
は
、
本
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
の
基
調
講
演
と
パ
ネ
ル
デ

ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
の
内
容
を
報
告
す
る
。

図表3　地域エネルギー事業の経済波及効果

エネルギー
供給 発電機

・バイオマス燃料
・メンテナンス

288億円
1200人

116億円
1006人

8億円
75人

17億円
161人

・システム構築
・コンサルティング

・機器製造
・建築・電気工事

・建築・電気工事

熱導管 ・土木工事 サービス
業

合計

省エネ会社

省エネビル・住宅

地域エネルギー
会社

【直接効果】 【1次波及効果】 15年間

19億円
80人

8億円
67人

0.5億円
5人

1億円
11人

429億円
2442人

29億円
163人

年間

運営

発注 【2次波及効果】支払

設備投資

運営

設備投資

省エネ

出典：日本総研作成


